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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】外力による変形が小さく、外力を除去した後に
本来の形状に完全に復元され、界面における脱離が生じ
ない液晶表示装置用スペーサの製造方法とそれを用いた
液晶表示装置を提供する。
【解決手段】ａ）基板上にスペーサ本体を形成するステ
ップ、および、ｂ）前記スペーサ本体上に保護膜（不動
態皮膜）を形成するステップ、を含む液晶表示装置用ス
ペーサの製造方法。これにより製造された液晶表示装置
用スペーサ、前記液晶表示装置用スペーサを含む液晶表
示装置用基板、および液晶表示装置を提供する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ａ）基板本体上にスペーサ本体を形成するステップ；および
　ｂ）前記スペーサ本体上に保護膜（不動態皮膜）を形成するステップを含む液晶表示装
置用スペーサの製造方法。
【請求項２】
　前記スペーサ本体を形成するステップにおいて、前記基板本体は、カラーフィルタ基板
本体または薄膜トランジスタ基板本体である、請求項１に記載の液晶表示装置用スペーサ
の製造方法。
【請求項３】
　前記スペーサ本体を形成するステップにおいて、前記スペーサ本体は、シリカ、高分子
物質、表面処理されたシリカ、表面処理された高分子物質、または繊維片を含む、請求項
１に記載の液晶表示装置用スペーサの製造方法。
【請求項４】
　前記スペーサ本体を形成するステップにおいて、前記スペーサ本体は、感光性物質を含
むフォトスペーサ本体である、請求項１に記載の液晶表示装置用スペーサの製造方法。
【請求項５】
　前記保護膜を形成するステップにおいて、前記保護膜は、前記スペーサ本体および前記
スペーサ本体が形成された前記基板本体の両方を覆うことができるように形成される、請
求項１に記載の液晶表示装置用スペーサの製造方法。
【請求項６】
　前記保護膜を形成するステップにおいて、前記保護膜は、フォトリソグラフィ法、光硬
化法、熱硬化法、スパッタリング法、および化学蒸着法のうちから選択された方法によっ
て形成される、請求項１に記載の液晶表示装置用スペーサの製造方法。
【請求項７】
　前記保護膜を形成するステップにおいて、前記保護膜の厚さは０．０５～２μｍである
、請求項１に記載の液晶表示装置用スペーサの製造方法。
【請求項８】
　前記保護膜を形成するステップにおいて、前記保護膜は有機膜である、請求項１に記載
の液晶表示装置用スペーサの製造方法。
【請求項９】
　前記有機膜は熱硬化性樹脂または光硬化性樹脂を含む、請求項８に記載の液晶表示装置
用スペーサの製造方法。
【請求項１０】
　基板本体；および
　前記基板本体上に形成されたスペーサ本体および前記スペーサ本体上に形成された保護
膜を有するスペーサを含む液晶表示装置用基板。
【請求項１１】
　前記スペーサ本体は、シリカ、高分子物質、表面処理されたシリカ、表面処理された高
分子物質、または繊維片を含む、請求項１０に記載の液晶表示装置用基板。
【請求項１２】
　前記スペーサ本体は、感光性物質を含むフォトスペーサ本体である、請求項１０に記載
の液晶表示装置用基板。
【請求項１３】
　前記保護膜は、前記スペーサ本体と前記スペーサ本体が形成された基板本体の両方を覆
うことができるように形成される、請求項１０に記載の液晶表示装置用基板。
【請求項１４】
　前記保護膜の厚さは０．０５～２μｍである、請求項１０に記載の液晶表示装置用基板
。
【請求項１５】
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　前記保護膜は、熱硬化性樹脂または光硬化性樹脂を含む有機膜である、請求項１０に記
載の液晶表示装置用基板。
【請求項１６】
　 前記基板はカラーフィルタ基板または薄膜トランジスタ基板である、請求項１０～１
５のうちのいずれか一項に 記載の液晶表示装置用基板。
【請求項１７】
　カラーフィルタ基板；
　前記カラーフィルタ基板と対向するように配置される薄膜トランジスタ基板；
　前記カラーフィルタ基板と前記薄膜トランジスタ基板のうちの少なくとも１つの基板本
体上に形成されたスペーサ本体および前記スペーサ本体上に形成された保護膜を有するス
ペーサ；および
　前記カラーフィルタ基板と前記薄膜トランジスタ基板との間隙に形成された液晶層を含
む液晶表示装置。
【請求項１８】
　前記保護膜は、前記スペーサ本体および前記スペーサ本体が形成された基板本体の両方
を覆うことができるように形成される、請求項１７に記載の液晶表示装置。
【請求項１９】
　前記保護膜の厚さは０．０５～２μｍである、請求項１７に記載の液晶表示装置。
【請求項２０】
　前記保護膜は、熱硬化性樹脂または光硬化性樹脂を含む有機膜である、請求項１７に記
載の液晶表示装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、外力による変形が小さく、外力を除去した後に本来の形状に完全に復元され
、界面における脱離が生じない液晶表示装置用スペーサの製造方法、これにより製造され
たスペーサを含む液晶表示装置用基板、およびこれを含む液晶表示装置に関する。
【０００２】
　本出願は２００７年０４月０６日に韓国特許庁に提出された韓国特許出願第１０－２０
０７－００３４３２２号の出願日の利益を主張し、その内容の全ては本明細書に含まれる
。
【背景技術】
【０００３】
　液晶表示装置は、駆動のための薄膜トランジスタ基板、色相を実現するカラーフィルタ
基板、および二つの基板の間に位置する液晶を含む。
【０００４】
　液晶表示装置において均一な画面を得るためには薄膜トランジスタ基板とカラーフィル
タ基板との間の間隔、すなわちセルギャップを一定に維持するべきであり、このような役
割を果たすものがスペーサである。
【０００５】
　スペーサを形成するための物質としては、球状のシリカ、高分子物質、表面処理された
球状のシリカ、表面処理された高分子物質、または一定の直径のガラス繊維片がその例と
して挙げられる。この他にも、感光性物質を用いてフォトスペーサを製造することもでき
る。フォトスペーサの場合、感光性物質により膜を形成し、これをフォトリソグラフィ法
によりパターニングして製造する。
【０００６】
　最近では、このような構成を有する液晶表示装置が次第に大型化してモニターやテレビ
に適用されることにつれ、液晶表示装置の品質側面および製造過程において色々な難しさ
が生じている。
【０００７】
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　例えば、対角線２０インチ以上の大型液晶表示装置の場合、縦に立てて高温多湿な条件
で一定時間以上放置すれば、液晶表示装置の下部に白色の帯が形成される。これを重力不
良という。
【０００８】
　このような重力不良を解消するためには液晶表示装置内の液晶の量を減らす方法がある
が、この場合、液晶表示装置の外部に対する耐久力が落ちる短所が生じる。
【０００９】
　そこで、液晶表示装置内部の液晶の量は一定の範囲を有し、これを液晶マージンといい
、スペーサの機械的な物性に影響を受ける。
【００１０】
　すなわち、液晶の量が少ない時にも外部に対する耐久力が落ちないようにできれば、液
晶マージンが広くなり、生産時における不良を最小化することができ、さらには、完成さ
れた液晶表示装置の耐久性も増加させることができる。
【００１１】
　現在、広く知られた一般的な方法により製造されたスペーサのまた他の問題点は、ラビ
ング工程時にスペーサが無くなるという点と、強い外力が作用した時にスペーサが脱離す
るという点である。
【００１２】
　液晶を配向するための薄膜、すなわち配向膜に異方性を付与するためのラビング工程は
一般的に数分程度かかり、この時間を短縮するためにラビングの強度を高める場合がある
。
【００１３】
　この時、スペーサが摩擦によって脱離する場合が生じ、この領域の画素が適切な役割を
果たすことができず、白色の点として観察されて不良要因になるということである。
【００１４】
　また、外部から強い衝撃が与えられた時にも、スペーサと下部の支持膜との間の弱い部
分に亀裂が生じてスペーサが脱離する現象が生じる。
【００１５】
　これを防止するために、スペーサの大きさを増加させたり、接着力を向上させたりする
方法があるが、前者の場合は設計上の開口率と誘電率などによりスペーサの最大大きさが
既に決定されて難しく、後者の場合はスペーサを形成する材料の安定性を阻害するという
短所がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　本発明は、外力による変形が小さく、外力を除去した後に本来の形状に完全に復元され
、界面における脱離が生じない液晶表示装置用スペーサの製造方法、これにより製造され
たスペーサを含む液晶表示装置用基板、およびこれを含む液晶表示装置を提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　本発明は、ａ）基板本体上にスペーサ本体を形成するステップ；およびｂ）前記スペー
サ本体上に保護膜（不動態皮膜）を形成するステップを含む液晶表示装置用スペーサの製
造方法を提供する。
【００１８】
　本発明は、基板本体；および前記基板本体上に形成されたスペーサ本体および前記スペ
ーサ本体上に形成された保護膜を有するスペーサを含む液晶表示装置用基板を提供する。
【００１９】
　本発明は、カラーフィルタ基板と；前記カラーフィルタ基板と対向するように配置され
る薄膜トランジスタ基板と；前記カラーフィルタ基板と前記薄膜トランジスタ基板のうち
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の少なくとも１つの基板本体上に形成されたスペーサ本体および前記スペーサ本体上に形
成された保護膜を有するスペーサ；および前記カラーフィルタ基板と前記薄膜トランジス
タ基板との間隙に形成された液晶層を含む液晶表示装置を提供する。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、スペーサ本体が保護膜によって保護されることにより、スペーサの外
力に対する耐久性が向上し、界面におけるスペーサの脱離現象が減少する。
【００２１】
　また、スペーサの弾性復元率に優れており、液晶セル製造時の液晶マージンが向上し、
ラビングに対するスペーサの耐久性が向上し、さらには液晶表示装置の外力に対する耐久
性も向上する。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明に係る液晶表示装置用スペーサが形成された基板の断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　本発明に係る液晶表示装置用スペーサの製造方法は、ａ）基板本体上にスペーサ本体を
形成するステップ；およびｂ）前記スペーサ本体上に保護膜を形成するステップを含む。
【００２４】
　前記ａ）ステップにおいて、前記基板本体は、カラーフィルタ基板本体または薄膜トラ
ンジスタ基板本体であってもよく、前記本発明に係る液晶表示装置用スペーサは前記カラ
ーフィルタ基板本体に形成されることが好ましい。
【００２５】
　前記ａ）ステップにおいて、前記スペーサ本体は、シリカ、高分子物質、表面処理され
たシリカ、表面処理された高分子物質、または繊維片を含むことができる。
【００２６】
　前記シリカ、高分子物質または繊維片を用いる場合、一定大きさ、すなわち液晶セルの
離隔空間と同一大きさの直径を有した球状または円筒状に加工して用いることができる。
【００２７】
　前記シリカ、高分子物質または繊維片の加工方法としては、機械的に摩擦を利用して細
かくつぶすグラインディング（ｇｒｉｎｄｉｎｇ）法、および溶融後に水または有機溶剤
に瞬間的に冷却させる急冷法がその例として挙げられる。
【００２８】
　このような加工方法により形成されたシリカ、高分子物質または繊維片をイソプロピル
アルコールのような有機溶媒に分散させて基板本体上に散布することによってスペーサ本
体を形成することができる。
【００２９】
　ここで、５℃～１００℃で溶融しないものであれば高分子物質や繊維片の種類は特に限
定されず、高分子物質としてはポリイミド、ポリスチレン、およびポリアミドがその例と
して挙げられる。
【００３０】
　一方、シリカおよび高分子物質の場合、前記グラインディング法や前記急冷法を利用し
て加工した後、これを表面処理して用いることができる。
【００３１】
　シリカおよび高分子物質を表面処理する方法としては、その表面に高分子物質を吸着さ
せる方法がその例として挙げられる。
【００３２】
　シリカおよび高分子物質の表面に吸着させる高分子物質としては、両端にシランまたは
シロキサン、カルボン酸、アクリル、エポキシの機能性官能基を有した高分子物質を用い
ることが好ましい。
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【００３３】
　シリカ、高分子物質を表面処理して用いる場合、基板本体との接着力を向上させること
ができる。
【００３４】
　前記ａ）ステップにおいて、前記スペーサ本体は感光性物質を含むフォトスペーサ本体
であり得る。
【００３５】
　前記フォトスペーサ本体はバインダー高分子、架橋剤、光開始剤、および溶媒を含む感
光性物質から形成されてもよい。但し、これに限定されるものではない。
【００３６】
　前記バインダー高分子としては、ポリメチルメタクリレートにグリシジルメタクリレー
ト（ＧＭＡ）またはベンジルメタクリレート（ＢｚＭＡ）を共重合して用いることもでき
る。
【００３７】
　前記架橋剤の場合、２つまたはそれ以上のアクリル基を有した有機化合物であれば特に
その種類は限定されない。前記架橋剤としては、ペンタエリスリトールトリアクリレート
（ｐｅｎｔａｅｒｙｔｈｒｉｔｏｌ　ｔｒｉａｃｒｙｌａｔｅ）、ジペンタエリスリトー
ルヘキサアクリレート（ｄｉｐｅｎｔａｅｒｉｔｈｒｉｔｏｌ　ｈｅｘａａｃｒｙｌａｔ
ｅ）がその例として挙げられる。
【００３８】
　前記光開始剤としてはチバガイギー（Ｃｉｂａ－Ｇｅｉｇｙ）のＩｒｇａｃｕｒｅ９０
７やＩｒｇａｃｕｒｅ３６９のように紫外線において吸収を引き起こしてラジカルを形成
するものであれば用いることができるが、特にこの構造や種類に限定されるものではない
。
【００３９】
　前記溶媒として、沸点が８０℃～２５０℃の範囲にあり、前記記載された物質を効果的
に溶解できる溶媒であればその種類は限定されない。
【００４０】
　前記溶媒の一例としてはプロピレングリコールメチルエーテルアセテート（Ｐｒｏｐｙ
ｌｅｎｅ　ｇｌｙｃｏｌ　ｍｅｔｈｙｌ　ｅｔｈｅｒ　ａｃｅｔａｔｅ）が挙げられる。
【００４１】
　前記ａ）ステップにおいて、前記スペーサ本体が前記フォトスペーサ本体である場合、
前記感光性物質を塗布して膜を形成した後、これをフォトリソグラフィ法によりパターニ
ングして形成することができるが、この方法に限定されるものではない。前記フォトスペ
ーサ本体の材質はフォトリソグラフィを行うことができるものであれば多様に適用するこ
とができる。
【００４２】
　このように、本発明の製造方法により、基板本体上に直接膜を形成し、これをパターニ
ングしてスペーサ本体を形成する場合、球状の粒子を成長させ、これを基板本体上に付着
させる球状のスペーサ本体に比べ、製造過程が簡素化し、基板本体との付着状態に優れ、
界面におけるスペーサの脱離現象を防止することができる。
【００４３】
　前記ｂ）ステップにおいて、前記保護膜は前記スペーサ本体および前記スペーサ本体が
形成された前記基板本体の両方を覆うことができるように形成することができる。
【００４４】
　前記保護膜は、前述したように、前記スペーサ本体および前記スペーサ本体が形成され
た前記基板本体の両方を覆うように形成することができるが、前記保護膜は、前記スペー
サ本体だけを覆うように形成することもできる。
【００４５】
　前記ｂ）ステップにおいて、前記保護膜を形成する時、スペーサ本体の外表面のうちの
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基板本体に接している面を除いた領域だけが覆われるように前記保護膜を形成するように
なり、スペーサ本体の外表面が全て覆われるように保護膜を形成する場合に比べ、製造し
易く、均一な特性を得ることができるという長所があるために好ましい。
【００４６】
　前記スペーサ本体だけを覆うように前記保護膜を形成する場合、光反応性のある感光性
物質で膜を形成し、これをフォトリソグラフィ法によりパターニングすることにより前記
保護膜を形成することができる。
【００４７】
　前記感光性物質を用いて前記スペーサ本体だけを覆うように前記保護膜を形成する場合
、光を用いた露光工程の他にもマスク製作が必要であるために追加費用が発生するので、
この場合、熱硬化性高分子物質を用いることが好ましいが、必ずしもこれに限定されるも
のではない。
【００４８】
　前記スペーサ本体および前記スペーサ本体が形成された前記基板本体の両方を覆うよう
に前記保護膜を形成する場合、マスク製作が必要とならず、それによる追加費用が発生し
ない。このため、光硬化性高分子物質を用いて前記保護膜を容易に形成することもでき、
熱硬化性高分子物質を用いて前記保護膜を容易に形成することもできる。
【００４９】
　前記ｂ）ステップにおいて、前記保護膜はフォトリソグラフィ法、光硬化法、熱硬化法
、スパッタリング法、および化学蒸着法のうちから選択された方法によって形成すること
ができる。このような方法によって容易に前記保護膜を形成することができる。
【００５０】
　すなわち、マスクを使うフォトリソグラフィ法、マスク使うことなく光反応性物質を全
面コーティングした後に露光して硬化させる光硬化法、マスクを使うことなく熱硬化性高
分子物質を用いる熱硬化法、無機物質を用いるスパッタリング法および化学蒸着法のうち
から選択された方法により前記保護膜を形成することができる。
【００５１】
　前記保護膜をフォトリソグラフィ法または熱硬化法を利用して形成する時に用いられる
保護膜の材質としては、アクリル系樹脂、エポキシ樹脂、ポリイミド樹脂、ポリアミド酸
樹脂がその例として挙げられる。但し、保護膜の材質はこれらに限定されず、フォトリソ
グラフィ法に適した感光性材料または熱硬化法に適した熱硬化性を有する材料であれば保
護膜の材料として多様に用いることができる。
【００５２】
　フォトリソグラフィ法の場合、スピンコータまたはスリットコータを利用して膜を形成
し、マスクを使って露光した後に現像し、高温で焼成することによって保護膜を形成する
ことができる。ここで、スピンコータまたはスリットコータを利用して形成した膜をパタ
ーニングしない場合、すなわち前記スペーサ本体および前記スペーサ本体が形成された前
記基板本体の両方を覆うように前記保護膜を形成する場合、マスクは使わなくてもよい。
【００５３】
　熱硬化法の場合、スピンコータまたはスリットコータを利用して膜を形成し、高温で焼
成することによって保護膜を形成することができる。
【００５４】
　スパッタリング法または化学蒸着法を利用して保護膜を形成する時に用いられる保護膜
の材質としては、インジウムスズ酸化物（Ｉｎｄｉｕｍ　ｔｉｎ　ｏｘｉｄｅ）およびシ
リケート（Ｓｉｌｉｃａｔｅ）がその例として挙げられる。但し、保護膜の材質がこれら
に限定されず、スパッタリング法または化学蒸着法に適した材料であれば保護膜の材料と
して多様に用いることができる。
【００５５】
　スパッタリング法としては、アルゴンやネオンなどの不活性気体を単独で用いるが窒素
または酸素と混合して用い、直流または交流の電場を用いるプラズマスパッタリング法が
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その例として挙げられる。
【００５６】
　化学蒸着法の場合、高温における昇華性を利用した方法を使うことができる。
【００５７】
　前記ｂ）ステップにおいて、前記保護膜の厚さは０．０５～２μｍであることが好まし
い。
【００５８】
　前記保護膜の厚さが０．０５μｍ未満である場合には、保護膜の特性が実現され難く、
均一なコーティングが困難であり、２μｍを超過する場合には、前記保護膜の光吸収によ
って液晶表示装置の輝度が低下する。
【００５９】
　また、前記保護膜の強度は十分な効果を確保するためにスペーサ材料を基準に０．１～
３倍であることが好ましい。
【００６０】
　前記ｂ）ステップにおいて、前記保護膜は有機膜であり得る。ここで、保護膜を有機膜
で形成し、有機膜である保護膜でスペーサ本体を覆うと、スペーサ本体は外力による変形
が抑制され、外力除去後の復元される復元特性が増加し、界面における脱離程度が減少す
る。
【００６１】
　前記有機膜は熱硬化性樹脂または光硬化性樹脂を含むことができる。
【００６２】
　前記熱硬化性樹脂としてはエポキシ樹脂、ポリアミド酸樹脂、硬化剤を含むアクリル樹
脂がその例として挙げられる。但し、これらに限定されるものではない。
【００６３】
　前記光硬化性樹脂としては有機素材からなる感光性化合物を用いることができ、透明ま
たは顔料が分散している素材を全て用いることができる。顔料が分散している素材の場合
、輝度低下を避けるためにマスクを利用してパターンを形成することができ、この場合、
スペーサ本体が露出されずに全部覆われるようにしなければならない。
【００６４】
　この時、適用可能な光硬化性樹脂としては、アクリル架橋剤を高分子または単量体とし
て含み、光によってラジカルを形成できる光開始剤が含まれたネガティブタイプの高分子
溶液を用いることができる。
【００６５】
　前記光硬化性樹脂の具体的な例としては、アクリル樹脂、メタクリル酸樹脂およびポリ
イミド樹脂が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００６６】
　前記保護膜を前記熱硬化性樹脂または前記光硬化性樹脂を用いて形成する場合、熱可塑
性樹脂を用いて保護膜を形成する場合に比べ、耐熱特性と耐久性に優れるために好ましい
。
【００６７】
　このように、本発明によれば、スペーサ本体が保護膜によって保護されることにより、
スペーサの外力に対する耐久性が向上し、界面におけるスペーサの脱離現象が減少する。
【００６８】
　また、スペーサの弾性復元率に優れており、液晶セル製造時に液晶マージンが向上し、
ラビングに対するスペーサの耐久性が向上し、さらには液晶表示装置の外力に対する耐久
性も向上する。
【００６９】
　一方、本発明に係る液晶表示装置用基板は、基板本体；および前記基板本体上に形成さ
れたスペーサ本体および前記スペーサ本体上に形成された保護膜を有するスペーサを含む
ことができる。ここで、スペーサは前述した本発明に係る製造方法により製造されたスペ
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ーサであり得る。
【００７０】
　前記スペーサ本体はシリカ、高分子物質、表面処理されたシリカ、表面処理された高分
子物質、または繊維片を含むことができる。
【００７１】
　前記スペーサ本体は感光性物質を含むフォトスペーサ本体であり得る。
【００７２】
　前記保護膜は、前記スペーサ本体だけを覆うように形成することもでき、前記スペーサ
本体および前記スペーサ本体が形成された前記基板本体の両方を覆うように形成すること
もできる。
【００７３】
　前記保護膜の厚さは０．０５～２μｍであり得る。
【００７４】
　前記保護膜は熱硬化性樹脂または光硬化性樹脂を含む有機膜であり得る。
【００７５】
　ここで、本発明に係る液晶表示装置用基板はカラーフィルタ基板または薄膜トランジス
タ基板であり得る。
【００７６】
　一方、本発明に係る液晶表示装置は、カラーフィルタ基板と；前記カラーフィルタ基板
と対向するように配置される薄膜トランジスタ基板と；前記カラーフィルタ基板と前記薄
膜トランジスタ基板のうちの少なくとも１つの基板本体上に形成されたスペーサ本体およ
び前記スペーサ本体上に形成された保護膜を有するスペーサ；および前記カラーフィルタ
基板と前記薄膜トランジスタ基板との間隙に形成された液晶層を含むことができる。ここ
で、スペーサは前述した本発明に係る製造方法により製造されたスペーサであり得る。
【００７７】
　前記保護膜は、前記スペーサ本体だけを覆うように形成することもでき、前記スペーサ
本体および前記スペーサ本体が形成された前記基板本体の両方を覆うように形成すること
もできる。
【００７８】
　前記保護膜の厚さは０．０５～２μｍであり得る。
【００７９】
　前記保護膜は熱硬化性樹脂または光硬化性樹脂を含むことができる。
【実施例】
【００８０】
　本発明に係る液晶表示装置用基板は、図１に示すように、基板本体と；基板本体上に形
成されたスペーサ本体と；スペーサ本体およびスペーサ本体が形成された基板本体の両方
を覆う保護膜を含む。ここで、液晶表示装置用基板はカラーフィルタ基板であり得る。
【００８１】
　前記保護膜は、図１に示すように、スペーサ本体およびスペーサ本体が形成された基板
本体の両方を覆うように形成することもでき、図面には示されていないが、スペーサ本体
だけを覆うように形成することもできる。
【００８２】
　以下の実施例に基づいて本発明をより詳細に説明する。但し、下記実施例は本発明を例
示するためのものに過ぎず、これにより本発明の範囲が限定されるものではない。
【００８３】
　［実施例１］
　スペーサ本体を形成するために次のような感光性組成物を用いた。
【００８４】
　アルカリ可溶性樹脂バインダーとしてベンジルメタクリレート（ＢｚＭＡ）／メチルメ
タクリレート（ｍｅｔｈｙｌｍｅｔｈａｃｒｙｌａｔｅ、ＭＭＡ）（モル比：７０／３０
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、Ｍｗ：２４、０００）８重量部；重合性化合物としてジペンタエリスリトールヘキサア
クリレート１６重量部；および光重合開始剤として２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－
１－（４－モルホリノフェニル）－ブタン－１－オン（商品名Ｉｒｇａｃｕｒｅ－３６９
、Ｃｉｂａ　Ｇｅｉｇｙ社）１重量部と、有機溶媒としてプロピレングリコールモノメチ
ルエーテルアセテート（Ｐｒｏｐｙｌｅｎｅ　ｇｌｙｃｏｌ　ｍｏｎｏｍｅｔｈｙｌ　ｅ
ｔｈｅｒ　ａｃｅｔａｔｅ、ＰＧＭＥＡ）７５重量部を、シェイカーを利用して３時間混
合させた。
【００８５】
　この混合感光性溶液を５ミクロン大きさのフィルタを利用して濾過し、これをガラス基
板本体上にスピンコーティングして約１００℃で２分間前熱処理することにより、ガラス
基板本体上に厚さ約３．０μｍの均等なフィルムを形成した。
【００８６】
　前記フィルムを、直径３０μｍの円形独立パターン（Ｉｓｏｌａｔｅｄ　Ｐａｔｔｅｒ
ｎ）型フォトマスクを利用し、高圧水銀ランプ下で露光させた後、パターンをｐＨ１１．
３～１１．７のＫＯＨアルカリ水溶液で現像し、脱イオン水で洗浄した。これを２００℃
で約４０分間後熱処理してガラス基板本体上にスペーサ本体を形成した。
【００８７】
　前記スペーサ本体が形成されたガラス基板本体上に、前記スペーサ本体を形成した感光
性組成物と同一の感光性組成物をスピンコーティングして約１００℃で２分間前熱処理す
ることにより、厚さが約０．０５、０．５、１．０、および２．０μｍである均等なフィ
ルムを形成した。
【００８８】
　前記フィルムを、直径１００μｍの円形独立パターン（Ｉｓｏｌａｔｅｄ　Ｐａｔｔｅ
ｒｎ）型フォトマスクを利用し、高圧水銀ランプ下で露光させた後、パターンをｐＨ１１
．３～１１．７のＫＯＨアルカリ水溶液で現像し、脱イオン水で洗浄した。これを２００
℃で約４０分間後熱処理し、前記ガラス基板本体上の前記スペーサ本体だけを覆う保護膜
を形成した。
【００８９】
　このようにして形成したスペーサ本体と保護膜を有する本発明に係るスペーサを、ドイ
ツＦｉｓｃｈｅｒｓｃｏｐｅ社のＨ－１００（著作権）ミクロ硬度測定計を利用して薄膜
強度、スペーサパターンの変形程度、スペーサパターンの弾性復元率、およびスペーサパ
ターンの脱離強度を測定した。
【００９０】
　［実施例２］
　前記実施例１の保護膜形成過程で用いた直径１００μｍの円形独立パターン（Ｉｓｏｌ
ａｔｅｄ　Ｐａｔｔｅｒｎ）型フォトマスクを使うことなく、全面露光を実施したことを
除いては実施例１と同様にした。ここで、実施例２においては、スペーサ本体とガラス基
板本体の上部面の両方を覆う保護膜を形成した。
【００９１】
　［実施例３］
　保護膜形成のために熱硬化型エポキシ素材（商品名ＳＰＫ３０３ＳＨ－Ｋ１１、ＬＧ化
学）を用いたことを除いては実施例２と同様にした。
【００９２】
　［比較例１］
　保護膜を形成しないことを除いては実施例１と同様にした。
【００９３】
　［スペーサパターンの物性評価］
　実施例１～実施例３および比較例１によるスペーサパターンの物性評価結果を表１に整
理した。
【００９４】
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【表１】

【００９５】
　実施例１～実施例３および比較例１によるスペーサパターンの物性は次の方法により測
定した。
【００９６】
　（１）薄膜強度：ドイツＦｉｓｃｈｅｒｓｃｏｐｅ社のＨ－１００（著作権）ミクロ硬
度測定計のチップ（Ｔｉｐ）としてビッカース形態（Ｖｉｃｋｅｒｓ　Ｇｅｏｍｅｔｒｙ
）を有したものを使って一定の深さまでインデンテーション（ｉｎｄｅｎｔａｔｉｏｎ）
を実行し、特定深さにおける強度を薄膜強度と規定した。
【００９７】
　基板本体効果によってデータの誤差が発生することを避けるためにインデンテーション
深さは薄膜厚さの１０％を越えないようにした。
【００９８】
　（２）変形程度：ドイツＦｉｓｃｈｅｒｓｃｏｐｅ社のＨ－１００（著作権）ミクロ硬
度測定計のチップ（Ｔｉｐ）としてフラット形態（Ｆｌａｔ　Ｇｅｏｍｅｔｒｙ）の平板
形態を有したものを使って一定の力（Ｌｏａｄ）までインデンテーションを実行し、変形
が起こる程度を測定し、これを変形程度と規定した。
【００９９】
　基板本体効果によってデータの誤差が発生することを避けるためにインデンテーション
深さは薄膜厚さの１０％を越えないようにした。変形程度が小さいほどスペーサの外力に
対する抵抗力が大きいということを示し、よって、変形程度が小さいほど好ましい。
【０１００】
　（３）弾性復元率：ドイツＦｉｓｃｈｅｒｓｃｏｐｅ社のＨ－１００（著作権）ミクロ
硬度測定計のチップ（Ｔｉｐ）としてフラット形態（Ｆｌａｔ　Ｇｅｏｍｅｔｒｙ）の平
板形態を有したものを使って一定の力（Ｌｏａｄ）までインデンテーションを実行し、変
形が起こる程度を測定し、力を除去した時に変形が残っている程度を測定した後、二つの
測定値の比、すなわち力を除去した時に変形が残っている程度を最大変形程度で分けた値
を１から減算した後に百分率を取り、これを弾性復元率と規定した。
【０１０１】
　基板本体効果によってデータの誤差が発生することを避けるためにインデンテーション
深さは薄膜厚さの１０％を越えないようにした。弾性復元率が高いほどスペーサの外力除
去後に本来の状態に復元し易いということを意味し、弾性復元率が高いほど好ましい。
【０１０２】
　（４）脱離強度：ドイツＦｉｓｃｈｅｒｓｃｏｐｅ社のＨ－１００（著作権）ミクロ硬
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度測定計のチップ（Ｔｉｐ）としてフラット形態（Ｆｌａｔ　Ｇｅｏｍｅｔｒｙ）の平板
形態を有したものを使い、力を増加し続けながらインデンテーションを実行し、変曲点が
発生する地点の力の強さを測定し、これを脱離強度と規定した。
【０１０３】
　脱離効果は、基板本体によって影響を受けることなく、スペーサパターンの厚さの９０
％まで変形がなされているのに変曲点が観察されない場合を∞と定義した。
【０１０４】
　脱離強度が高いほどラビング工程における不良率が少なくなり、衝撃によって画素が破
壊される確率が減少するために脱離強度が高いほど好ましい。
【０１０５】
　このような物性評価の結果を整理した表１により、実施例１～実施例３によるスペーサ
の場合、保護膜が備えられることにより、比較例１によるスペーサに比べ、スペーサの変
形程度は小さく、スペーサの弾性復元率は大きく、脱離強度は優れていることが分かる。
【０１０６】
　このように、本発明による製造方法により液晶表示装置用スペーサを製造すれば、外力
に対する耐久性および弾性復元に優れた液晶表示装置用スペーサを提供することができ、
界面におけるスペーサの脱離現象を減少させることができる。

【図１】
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